
こんなとき
届け出が必要です

　65歳以上の人（第１号被保険者）は、次
のようなときに届け出が必要です。本人か世
帯主が届け出てください。

●他の市区町村から転入したとき

●他の市区町村へ転出するとき

●海老名市内で住所が変わったとき

●世帯や氏名が変わったとき

●被保険者が死亡したとき

保険証

保険証

保険証

保険証

印の場合は被保険者証を添付してください。保険証

お問い
合わせ

海老名市役所
 介護保険課
 保険料・給付　☎046（235）4952
 要介護認定　☎046（235）4953
 介護事業所の指定・指導　☎046（235）8232
 地域包括ケア推進課
 介護予防・総合事業　☎046（235）4950

令和5年7月
禁無断転載©東京法規出版
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高齢者の生活を支援する
総合的な相談窓口です

　介護保険制度は、40歳以上のみ
なさんが加入者（被保険者）とな
り、介護が必要となったときには、
サービスを利用できるしくみと
なっています。

介護報酬の支払い

介
護
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ー
ビ
ス
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供
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用
者
負
担
の
支
払
い

●みんなで支え合う制度です
●被保険者証を確認しましょう
●保険料は大切な財源です
●65歳以上の人（第1号被保険者）
●40～64歳の人（第2号被保険者）
●サービスを利用するまで
　1.相談
　2.申請
　3.認定調査
　4.審査・判定
　5.認定・通知
　6.ケアプランの作成
　7.サービスの利用
　　・介護サービス（要介護1～5の人）
　　・介護予防サービス（要支援1・2の人）
●介護（介護予防）サービスを利用したときの費用
●介護予防・日常生活支援総合事業
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14
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28
32
38

　介護保険は、「介護の問題」や「老後の不安」
を解消するために、社会全体で支え合う制度です。
　40歳以上の人が被保険者となって保険料を納
め、介護が必要となったときに介護保険のサービ
スを利用できます。
　いつまでも自分らしい毎日を過ごすために、
サービスを上手に利用してください。

海老名市
（保険者）

地域包括
支援センター

40歳以上の人
（被保険者）

サービス
事業者

※掲載されている内容については、今後見直される場合があります。

みんなで支え合う制度です



男・女
性
別

　　　　　年　　　月　　　日

（一）

交 付 年 月 日

生年月日

氏 名

住 所

番 号

フリガナ

明治・大正・昭和　年　月　日

保険者番号
並びに保険
者の名称及
び印

被

　
　保

　
　険

　
　者

介 護 保 険 被 保 険 者 証

区分支給限度基準額居宅サービス等

　　　年　月　日～　　　年　月　日

　　　年　月　日～　　　年　月　日
1月当たり

サービスの種類 種類支給限度基準額

認定の有効期間

（二）

　 　 　 　 年 　 　 月 　 　 日

認 定 年 月 日
(事業対象者の場合
は、基本チェックリ
スト実施日)

(うち種類支給限
度基準額)

認 定 審 査 会
の 意 見 及 び
サ ー ビ ス の
種 類 の 指 定

要介護状態区分等

　被保険者証には認定の結果など、サービスを
利用するための大切な情報が記載されています。
受け取ったら記載内容を確認し、大切に保管し
ましょう。

●裏側の注意事項もよく読んでおきましょう。

住所、氏名、生年月日な
どに間違いがないか確認
しましょう

被保険者証の番号を確認
しておきましょう

認定された要介護状態区分等

利用できるサービスの指定がある場合は、
そのサービス以外の給付は受けられません

居宅サービス等
を1か月に利用
できる上限

個別のサービス
の上限を設定し
ている場合に記
載（設定しない
場合はこの欄は
ありません）

海老名市が認定などした年月日

原則として、新
規・更新とも3～
48か月

※市区町村によって被保険者証の様式が異なる場合があります。

被保険者証には
有効期限があり
ません。
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被保険者証を確認しましょう



介護保険施設等

内 容 期　間

（三）

居宅介護支援事業
者若しくは介護予
防支援事業者及び
その事業所の名称
又は地域包括支援
センターの名称

開始年月日　 　年　月　日
終了年月日　 　年　月　日

開始年月日　 　年　月　日
終了年月日　 　年　月　日

開始年月日　 　年　月　日
終了年月日　 　年　月　日

届出年月日　 　年　月　日

届出年月日　 　年　月　日

届出年月日　 　年　月　日

入所等年月日　 　年　月　日

退所等年月日　 　年　月　日

種類

名称

入所等年月日　 　年　月　日

退所等年月日　 　年　月　日

種類

名称

給　付　制　限

　みなさんが納める保険料は、
介護保険を運営していくための
大切な財源です。必要なときに
必要な介護サービスを利用でき
るように、保険料は必ず納めましょう。

保険料の滞納などで給付に制
限がある場合に記載されます

ケアプラン作成
を依頼する居宅
介護支援事業者
名などを記入し
ます。自分で作
成するときは
「自己作成等」と
記入します

施設サービスを利用する場合に、介護保険施設
等で名称や入退所等年月日を記入します

被保険者証被保険者証
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※上記財源グラフは居宅給付
　費の負担割合になります。

保険料は大切な財源です

介護保険
の財源



65歳以上の人は第1号被保険者です

65歳以上の人の保険料

　第1号被保険者になるのは、65歳
になる誕生日の前日からです。介護
や支援が必要と認定（要介護・要支
援認定）された人は、介護保険の
サービスを利用できます。

　保険料は、サービスにかかる費用などから
算出された基準額をもとに、所得などに応じ
て段階的に決められ、原則として年金から差
し引かれます。

基準額
（月額） ＝ ÷12か月

海老名市の第1号被保険者数

65歳以上の人

海老名市で介護保険給付にかかる
費用のうち第1号被保険者負担分

※老齢福祉年金等については対象となりません。

　年金の定期払い（年6回）の際に、介護保険料が
あらかじめ差し引かれます。

　送付される納付書にもとづき、海老名市指定の金
融機関、コンビニエンスストアやMMK※設置店及
びスマートフォン決済アプリで介護保険料を海老名
市に個別に納めます。

年金 （特別徴収）

納付書や口座振替 で納めます（普通徴収）

年金が年額18万円以上の人
（月額1万5,000円以上の人）

年金が年額18万円未満の人
（月額1万5,000円未満の人）

から納めます

　保険料の納付には、便利で確実な口座振替がおすすめです。下
記のものを持って海老名市指定の金融機関で手続きしてください。

●保険料の納付書　●預（貯）金通帳　●通帳届け出印

口座振替が便利です

※マルチメディアキオスク：商店の店頭などに置かれるマルチメディア対応の情報端末

●年度途中で65歳になったとき
●年度途中で他の市区町村から
転入したとき

■年金が年額18万円以上でも、次のような場合には一時的に納
付書で納めることがあります。

●年度途中で保険料額や年金額が変
更になったとき
●年金が一時差し止めになったとき  など

保険料の納め方

98

※65歳以上の人で、交通事故など第三者による不法行
為により介護保険を利用する場合は、市区町村へ届出
が必要です。示談前に海老名市介護保険課へ連絡して
ください。
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●海老名市介護保険料年額一覧

【所得指標について】 
•所得指標★1　合計所得金額から分離課税の長（短）期譲渡所得の特別控除額と公的

年金等の雑所得を控除した額を用い、給与所得が含まれている場合は、
給与所得から10万円を控除した額。なお、合計所得金額が0円を下回
る場合は、0円とします。

•所得指標★2　合計所得金額から分離課税の長（短）期譲渡所得の特別控除額を控除
した額を用い、給与所得または公的年金所得が含まれている場合は、
給与所得または公的年金所得の合計から10万円を控除した額。なお、
合計所得金額が0円を下回る場合は、0円とします。

対象となる方 月額保険料年額保険料所得段階

777円

1,813円

3,108円

4,558円

5,180円

5,957円

6,734円

8,495円

8,909円

10,360円

10,670円

10,878円

9,324円

21,756円

37,296円

54,696円

62,160円

71,484円

80,808円

101,940円

106,908円

124,320円

128,040円

130,536円

第1段階

第2段階

第3段階

第4段階

第5段階

第6段階

第7段階

第8段階

第9段階

第10段階

第11段階

第12段階

生活保護受給者、世帯全員が住民税非課税の老齢福祉 年金受給者、本人及び世帯全員が
住民税非課税で、前年の所得指標★1と課税年金収入 金額の合計額が80万円以下の方

本人及び世帯全員が住民税非課税で、前年の所 得指標★1と課税年金収入金額
の合計額が80万円を超え120万円以下の方

本人及び世帯全員が住民税非課税で、前年の所 得指標★1と課税年金収入金額
の合計額が120万円を超える方

本人が住民税非課税（世帯内に住民税課税者が いる場合）で、前年の所得指
標★1と課税年金収入金額の合計額が80万円以 下の方

本人が住民税非課税（世帯内に住民税課税者が いる場合）で、前年の所得指
標★1と課税年金収入金額の合計額が80万円を 超える方

本人が住民税課税で、前年の所得指標★2が125 万円以下の方

本人が住民税課税で、前年の所得指標★2が125 万円を超え200万円未満の方

本人が住民税課税で、前年の所得指標★2が200 万円以上350万円未満の方

本人が住民税課税で、前年の所得指標★2が350 万円以上500万円未満の方

本人が住民税課税で、前年の所得指標★2が500 万円以上700万円未満の方

本人が住民税課税で、前年の所得指標★2が700 万円以上1,000万円未満の方

本人が住民税課税で、前年の所得指標★2が 1,000万円以上の方

【合計所得金額とは】
　収入金額から必要経費に相当する金額（収入の種類により計算方法が異なります）を
控除した金額のことで、扶養控除や医療費控除などの所得控除をする前の金額になりま
す。
【老齢福祉年金とは】
　明治44年4月1日以前に生まれた人などで、一定の所得がない人や、他の年金を受給
できない人に支給される年金です。



40～64歳の人は第2号被保険者です

このような人がサービスを利用できます

　40～64歳の人は、第2号被
保険者になり、加入している
医療保険（国保や職場の健康
保険など）の保険税（料）と
一括して介護保険料を納めま
す。

　特定疾病※によって要介護・要支援認定を受
けた人がサービスを受けられます。交通事故
など特定疾病以外の原因で介護が必要になっ
た場合は、介護保険の対象になりません。

12 13

40 ～64歳の人

※加齢と関係があり、要介護・要支援状態の原因である心身の障害
を生じさせると認められる疾病。

　費用の全額をいったん利用者が負担し、申請に
より後で保険給付分が支払われます。

　利用者負担が3割または4割に引き上げられた
り、高額介護サービス費が受けられなくなりま
す。
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窓口で基本チェックリストを受けます

介護サービスや介護予防サー
ビスを利用したい人など

生活機能の
低下がみられ
ない

一般介護予防事業を利用できます

介護予防・生活支援
サービス事業※を利
用できます（P38参照）

生活機能の低下がみられる
（介護予防・生活支援サービス事
業対象者）

　心身や日常生活の状態など25項目のチェックを行い、
生活機能を調べます。

2

3

1

介護予防・日常生活支援総合事業

被保険者証が
必要です相談 申請

認定調査

　介護や支援が必要と感じたら、ま
ず地域包括支援センターや海老名市
の窓口に相談しましょう。

※申請には「要介護・要支援認定申請書」が必要（40～64歳の人は
医療保険の被保険者証も必要）です。住所や氏名、マイナンバー、
主治医に関することなど必要事項を記載して提出してください。

※40～64 歳の人は要介護認定を受けて要支援 1・2 と認定された
場合に介護予防・生活支援サービス事業を利用できます。

　市区町村の担当者などが家庭を訪問し、心身
の状態などについて聞き取り調査などをします。
　また、主治医に介護を必要とする原因疾患な
どについての意見書（主治医意見書）を作成し
てもらいます。

　要介護認定の申請は、本人や家族のほかに、
地域包括支援センターまたは、省令で定められ
た指定居宅介護支援事業者や介護保険施設など
に代行してもらうこともできます。

サービスを利用するまで
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要介護状態区
分などが記載認定・通知

　「要支援 1・2」「要介護 1～5」「非該当」の
いずれかに認定し、その結果を通知します（原
則として申請から30日以内）。

日常生活で介助を必要とす
る度合いの高い人が、生活
の維持・改善を図るための
サービスです。

要介護状態が軽い人が、心
身機能の低下を防ぎ、改善
するためのサービスです。

　介護が必要な度合いに応じた区分によって、
利用できるサービス内容などが決まります。

要支援1要支援1

要支援2要支援2

要介護1要介護1

要介護2要介護2

要介護4要介護4

要介護5要介護5

介護予防・日常生活支援総合事業　要支援・要介護認定者などに、
利用者負担の割合※が記載され
た「介護保険負担割合証」が交
付されます（適用期間は毎年8月
1日～翌年7月31日）。サービス
利用時に被保険者証といっしょ
に事業者に提示してください。

介護保険負担割合証が交付されます
介 護 保 険 負 担 割 合 証

交付年月日　　　年　　　月　　　日

番　　号

住　　所

氏　　名

生年月日

利用者負担
の割合

割

割

適 用 期 間

保険者番号
並びに保険
者の名称及
び印

フリガナ

明治・大正・昭和　 年　 月　 日

開始年月日　 　　年　　月　　日
終了年月日　 　　年　　月　　日
開始年月日　 　　年　　月　　日
終了年月日　 　　年　　月　　日

被

保

険

者

介護予防のための通所や訪
問による身体介護・生活支
援を行うサービスです。

※要支援1・2の人は、
介護予防・生活支
援サービス事業も
利用できます。

介護サービス （P22～参照）

介護予防サービス（P28～参照）

介護予防・生活支援
サービス事業（P38参照）

要介護3要介護3

非該当非該当
基本チェックリスト

生活機能の低下がみ
られた人（介護予
防・生活支援サービ
ス事業対象者）

審査・判定

※利用者負担の割合について、くわしくはP32参照。

　訪問調査の結果などをコンピュータ処理した
「一次判定」と、「主治医意見書」などをもと
に医療、保健、福祉の専門家で構成される「介
護認定審査会」で介護の必要性や程度について
審査・判定（二次判定）が行われます。

軽

重

4

5

サービスを利用するまで サービスを利用するまで



18 19

被保険者証
が

必要です

＊要支援1・2の人は「介護予防ケアプラン（介護予防サービ
ス計画）」

　認定結果をもとに、指定居宅介護支援事業
者（要支援 1・2 の人は地域包括支援センター）
に依頼し、各種サービスを組み合わせた「ケ
アプラン（介護サービス計画）＊」を作成して
もらいます。

指定居宅介護支援事業者

地域包括支援センター
※利用するサービスによっては利用するサービス事業者でケアプ
ランを作成します。

※ケアプラン作成は全額が保険給付の対象となりますので、利用
者負担はありません。

※ケアプラン作成を依頼した事業者名を海老名市に届け出てくだ
さい。

要介護状態区分 ケアプランの作成依頼先

要介護1～5

要支援1・2
　施設サービス（P26参照）は、入所を希望する介護保
険施設へ直接申し込んで契約し、施設でケアプランを作
成してサービスを利用します。
※介護老人福祉施設への新規入所は、原則として要介護3～5の人
が対象です。

　指定居宅介護支援事業者または地域包括支援セン
ターのケアマネジャー（介護支援専門員）などに、ケア
プランの作成を申し込みます。

ケアプランの作成を依頼

　ケアマネジャーなどが本人や家族と話し合いながら、
ケアプランを作成します。

ケアプランの作成

　サービス事業者から、利用するサービスについて具体
的な説明を受けます。内容をきちんと確認しましょう。

ケアプランの説明

　サービス事業者と契約し、作成したケアプランにもと
づきサービスを利用します。
※契約の内容をよく確認しておきましょう（P21参照）。

サービス事業者との契約と利用開始

在宅サービス利用開始までの流れ

施設へ入所したい場合（要介護1～5の人のみ）

ケアプラン
の作成

6

サービスを利用するまで サービスを利用するまで
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　ケアマネジャーが所属
する事業者です。ケアプ
ラン作成や要介護認定の

申請代行、サービス事業者との連
絡・調整などを行っています。

　サービスの利用は事業者と利用者との「契約」
です。契約書をよく読み、十分に確認してから契
約するようにしましょう。

●サービスの内容
　利用者の状況に合ったサービス内容や回数か。
●契約期間
　在宅サービスは要介護認定の有効期間に合わ
せた契約期間となっているか。施設サービスは退
所にともなう利用者の契約解除ができるか。
●利用者負担金額
　利用者負担金の額や交通費の要否などの内容
が明記されているか。
●利用者からの解約
　利用者からの解約が認められる場合とその手
続きが明記されているか。
●損害賠償
　サービス提供によって利用者が損害を与えら
れた場合の賠償義務が明記されているか。
●秘密保持
　利用者および利用者の家族に関する秘密や個
人情報が保持されるようになっているか。

※契約書にはほかにもさまざまな項目があります。よく読み、わから
ないところは説明を受けて確認しましょう。

事業者と契約するときには

　地域のみなさんの保健、医療、福祉
などに関する総合的な支援を行う機関
です。保健師、社会福祉士、主任ケア

マネジャーなどが中心となり、介護予防に関す
るケアマネジメント（介護予防ケアプランの作
成や評価、介護予防・日常生活支援総合事業の
介護予防ケアマネジメントなど）や、高齢者の
人権や財産を守る権利擁護、高齢者への虐待防
止、高齢者に関す
る相談受付などを
行っています。

サービスを利用するまで サービスを利用するまで
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介護サービス（要介護1～5の人）

被保険者証
が

必要です

●サービス利用時に負担割合
証（P16参照）も必要です。

サービスの
利用

　介護サービス（要介護1～
5）、または介護予防サービ
ス（要支援1・2）を利用します。利用者負担は1割、
2割、または3割※です。

介護サービス（要介護1～5の人）

　ホームヘルパーに訪問してもらい、入浴、排せ
つ、食事などの身体介護や調理、洗濯などの生活
援助が受けられます。

　介護職員と看護職員に移動入
浴車で訪問してもらい、入浴介
護が受けられます。

　理学療法士や作業療法士、言語聴覚士に訪問し
てもらい、リハビリテーションが受けられます。

　医師や歯科医師、薬剤師などに訪問してもらい、
療養上の管理や指導が受けられます。

　看護師などに訪問してもらい、療養上の世話や
診療の補助が受けられます。

通所して利用する

訪問を受けて利用する

　通所介護施設で、食事、入浴、機能訓練などの
支援が日帰りで受けられます。

　介護老人保健施設や医療機関などで、食事、入浴など
の支援やリハビリテーションが日帰りで受けられます。

在宅サービス

※利用者負担について、くわしくはP32参照。
●サービスによっては、食費・居住費等・日常生活費などが
別途必要です（全額自己負担です）。
●要支援1・2の人は介護予防・生活支援サービス事業も利用
できます。

7

通所介護（デイサービス）

通所リハビリテーション（デイケア）

訪問介護（ホームヘルプ）

訪問入浴介護

訪問リハビリテーション

訪問看護

居宅療養管理指導
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介護サービス（要介護1～5の人） 介護サービス（要介護1～5の人）

　日常生活の自立を助ける福祉用具が借りられます。

　入浴や排せつなどに使用する下記の福祉用具を
購入した場合、同年度10万円を上限に購入費が支
給されます。費用はいったん全額自己負担となり、
後日、利用者負担分を除いた額が支払われます。

　介護老人福祉施設や医療施設などに短期間入所
し、日常生活上の支援や機能訓練などが受けられ
ます。

　有料老人ホームなどに入居している人が、日常
生活上の支援や介護を受けられます。

●腰掛便座　●自動排泄処理装置の交換可能部品 
●排泄予測支援機器　●入浴補助用具
●簡易浴槽　●移動用リフトのつり具　
※都道府県などの指定事業者から購入した場合に支給されます。
※利用者の要介護状態を悪化させるおそれがある用具は対象
にならない場合があります。

居宅での暮らしを支える 居宅での暮らしを支える

在宅に近い暮らしをする

施設に短期間入所する

　手すりの取り付けや段差解消などの改修をした
際、20万円を上限に費用が支給されます。費用は
いったん全額自己負担となり、後日、利用者負担
分を除いた額が支払われます。

申請が必要です

事前の申請が必要です

要介護1 要介護2・3 要介護4・5
車いす（車いす付属品を含む）
特殊寝台（特殊寝台付属品を含む）
床ずれ防止用具
体位変換器
手すり（工事をともなわないもの）
スロープ（工事をともなわないもの）
歩行器
歩行補助つえ
認知症老人徘徊感知機器
移動用リフト（つり具を除く）
自動排泄処理装置

ー
ー
ー
ー
●
●
●
●
ー
ー
▲

●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
▲

●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●

●：利用できます　▲：尿のみを吸引するものは利用できます
ー：原則利用できません

福祉用具貸与

特定福祉用具販売

住宅改修費支給

短期入所生活介護／
短期入所療養介護（ショートステイ）

特定施設入居者生活介護

※特定福祉用具販売・住宅改修費支給について、市に登録している
事業者の場合は、「受領委任払い」（利用者がサービス費用の1割
～3割を支払い、申請後に市が保険給付分を事業者に支払う方法）
を利用することができます。
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介護サービス（要介護1～5の人） 介護サービス（要介護1～5の人）

　デイサービスを行う施設で、認知症の人が日常
生活上の世話や機能訓練などを受けられます。

　常時介護が必要で、居宅での生活が困難な人が
入所し、日常生活上の支援や介護が受けられます。

　急性期の治療を終え、長期療養が必要な人のための医療施設で
す。医療、看護、介護、リハビリテーションなどが受けられます。

　状態が安定している人が在宅復帰できるよう、リ
ハビリテーションを中心としたケアが受けられます。

　認知症の人が共同生活する住居で、日常生活上
の世話や機能訓練などが受けられます。

　小規模多機能型居宅介護と訪問看護を組み合わ
せ、介護や医療、看護のケアが受けられます。

　通いを中心に、訪問や短期間の宿泊を組み合わ
せた多機能なサービスが受けられます。

※原則として他市区町村のサービスは利用できません。

※新規入所は原則として要介護3～5の人が対象です。

※令和6年3月末で廃止。

地域密着型サービス

※新規入所は原則として要介護3～5の人が対象です。

地域密着型通所介護

　入居定員が29人以下の介護専用型特定施設で、
日常生活上の世話などが受けられます。

　入所定員が29人以下の介護老人福祉施設で、
日常生活上の世話などが受けられます。

　定期巡回と随時対応による訪問介護と訪問看護
を24時間受けられます。

　夜間も安心して過ごせるよう、夜間専用の訪問
介護が受けられます。

　利用定員が18人以下の小規模な通所介護施設で、
日常生活上の世話や機能訓練などを受けられます。

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）

介護老人保健施設（老人保健施設）

介護療養型医療施設（療養病床等）

　長期の療養を必要とする人のための施設で、医
療と日常生活上の介護を一体的に受けられます。

介護医療院

小規模多機能型居宅介護

看護小規模多機能型居宅介護

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

地域密着型特定施設入居者生活介護

認知症対応型通所介護

認知症対応型共同生活介護（グループホーム）

夜間対応型訪問介護施設サービス



28 29

介護予防サービス（要支援1・2の人）

　医師や歯科医師、薬剤師などに訪問してもらい、
介護予防を目的とした療養上の管理や指導が受け
られます。

　看護師などに訪問してもらい、介護予防を目的
とした療養上の世話や診療の補助が受けられます。通所して利用する

介護予防サービス（要支援1・2の人）
在宅サービス

　介護老人保健施設や医療機関などで、食事、入
浴などの日常生活の支援やリハビリテーションを
日帰りで受けられます。また、
その人の目標に合わせた選択
的サービス（運動器の機能向上、
栄養改善、口腔機能の向上）
が利用できます。

訪問を受けて利用する

　居宅での生活行為を向上させる訓練が必要な場
合に、短期集中的なリハビリテーションが受けら
れます。

介護予防通所介護と介護予防訪問介護について
　介護予防通所介護と介護予防訪問介護は、市区町村
が行う介護予防・日常生活支援総合事業（P38参照）
の「通所型サービス」「訪問型サービス」にそれぞれ移
行しました。

●通所型サービス
　介護サービス事業者による通所介護施設での食事、
入浴などの日常生活の支援や機能訓練などのほか、
民間企業やボランティア、地域住民などが主体と
なった多様なサービスが受けられます。

●訪問型サービス
　介護サービス事業者による居宅での身体介護や生
活援助のほか、民間企業やボランティア、地域住民
などが主体となった多様なサービスが受けられます。

介護予防通所リハビリテーション（デイケア）

介護予防訪問入浴介護

介護予防訪問リハビリテーション

介護予防訪問看護

介護予防居宅療養管理指導

　介護職員と看護職員に移動入浴車で訪問しても
らい、入浴介護が受けられます。



※要支援2の人のみが利用できます。

※原則として他市区町村の
サービスは利用できません。

　福祉用具のうち、介護予防に役立つものが借りられます。

　介護予防に役立つ、入浴や排せつなどに使用する下
記の福祉用具を購入した場合、同年度10万円を上限に
購入費が支給されます。費用はいったん全額自己負担
となり、後日、利用者負担分を除いた額が支払われます。

◆手すり（工事をともなわないもの） 
◆スロープ（工事をともなわないもの）
◆歩行器　◆歩行補助つえ

※都道府県などの指定事業者から購入した場合に支給されます。
※利用者の要介護状態を悪化させるおそれがある用具につ
いては対象とならない場合があります。

※特定介護予防福祉用具販売・介護予防住宅改修費支給について、
市に登録している事業者の場合は、「受領委任払い」（利用者が
サービス費用の1割～3割を支払い、申請後に市が保険給付分を
事業者に支払う方法）を利用することができます。

居宅での暮らしを支える

　介護老人福祉施設や医療施設などに短期間入所し、
日常生活上の支援や機能訓練などが受けられます。

　有料老人ホームなどに入居している人が、日常
生活上の支援や介護を受けられます。

在宅に近い暮らしをする

施設に短期間入所する

　通いを中心に訪問や短期間の宿泊を組み合わせ
た多機能なサービスが受けられます。

　認知症の人を対象にデイサービスを行う施設で、
日常生活上の世話や機能訓練などが受けられます。

　認知症の人が共同生活する住居で、日常生活上
の世話や機能訓練などが受けられます。

地域密着型サービス

申請が必要です

事前の申請が必要です

●腰掛便座　●自動排泄処理装置の交換可能部品
●排泄予測支援機器　●入浴補助用具
●簡易浴槽　●移動用リフトのつり具

介護予防福祉用具貸与

特定介護予防福祉用具販売

介護予防住宅改修費支給

介護予防短期入所生活介護／
介護予防短期入所療養介護（ショートステイ）

介護予防特定施設入居者生活介護

介護予防小規模多機能型居宅介護

介護予防認知症対応型通所介護

介護予防認知症対応型共同生活介護（グループホーム）

　手すりの取り付けや段差解消などの改修をした際、
20万円を上限に費用が支給されます。費用はいったん
全額自己負担となり、後日、利用者負担分を除いた額
が支払われます。

30 31

介護予防サービス（要支援1・2の人） 介護予防サービス（要支援1・2の人）
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要支援 1
要支援 2
要介護 1
要介護 2
要介護 3
要介護 4
要介護 5

50,320円
105,310円
167,650円
197,050円
270,480円
309,380円
362,170円

要介護状態区分 1か月の支給限度額

　サービスを利用したときは、原則としてサー
ビスにかかった費用の一部を支払います。

　おもな在宅サービスでは、
要介護状態区分に応じて介護
保険から支給される費用に上
限（支給限度額）があります。
この上限を超えるサービスを
利用するときは、超えた分は
全額利用者の負担となります。

　利用者負担は施設と利用者の間で契約により決めら
れますが、水準となる額が定められます。

●基準費用額　施設における居住費・食費の平均的な費
用を勘案して定める額（1日当たり）

　介護保険施設を利用した場合は、サービスにかかった
費用の1割、2割、または3割のほかに、日常生活費・食
費・居住費等が全額利用者の負担になります。

通所介護、通所リハビリテーション等

施設サービス

短期入所生活介護、短期入所療養介護、小規模多機能型居宅介護等
食　費 滞在費

（宿泊費）＋ ＋利用者負担分利用者負担分 ＋日常生活費日常生活費

＋ ＋食　費 居住費利用者負担分利用者負担分 ＋日常生活費日常生活費

＋ 食　費利用者負担分利用者負担分 ＋日常生活費日常生活費
■利用者負担の割合

3　割

1　割 上記以外の人

❶本人の合計所得金額※1が220万円以上
❷同じ世帯の65歳以上の人の「年金収入+その他の合計所
得金額※2」が、単身世帯の場合340万円以上、2人以上世
帯の場合463万円以上

❶❷を両方満たす場合

2　割

❶本人の合計所得金額※1が160万円以上
❷同じ世帯の65歳以上の人の「年金収入+その他の合計所
得金額※2」が、単身世帯の場合280万円以上、2人以上世
帯の場合346万円以上

3割負担以外の人で
❶❷を両方満たす場合

＊厚生労働省資料による

●居住費：ユニット型個室2,006円、
ユニット型個室的多床室1,668円、
従来型個室1,668円(介護老人福祉施設、短
期入所生活介護は1,171円）、
多床室377円（介護老人福祉施設、短期入所
生活介護は855円）

●食　費：1,445円

※1：土地建物等を譲渡し、長（短）期譲渡所得に係る特別控除額を除きます。また、
（1）給与所得または（2）公的年金等に係る雑所得が含まれている場合には、（1）
または（2）の合計額から10万円を控除した額になります。

※2：合計所得金額（※1）ー公的年金等に係る雑所得です。（0円を下回る場合は、0
円とします。）

※上記の支給限度額は標準地域のもので地域差は勘案していません。
また、介護保険が負担する分も含んだ額です。
※介護予防・生活支援サービス事業対象者は、原則として要支援1
の支給限度額が設定されています。

施設サービスなどにかかる費用

おもな在宅サービスの支給限度額

介護（介護予防）サービスを
利用したときの費用
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利 用 者
負担段階

第1段階 第2段階 第3段階① 第3段階②

ユニット型
個　室

施設
サービス

短期入所
サービス

ユニット型
個室的多床室

従来型個室

多　床　室

居
住
費
等

食
費

820円

490円

0円

490円
（320円）

300円

300円

820円

490円

370円

490円
（420円）

390円

600円

1,310円

1,310円

370円

1,310円
（820円）

650円

1,000円

1,310円

1,310円

370円

1,310円
（820円）

1,360円

1,300円

本人および
世帯全員が
住民税非課
税で、老齢
福祉年金の
受給者、
生活保護の
受給者

本人および
世帯全員が
住民税非課
税で、課税
年金収入額
＋非課税年
金収入額＋
その他の合
計所得金額※
が80万円以
下の人

本人および世
帯全員が住民
税非課税で、
課税年金収入
額＋非課税年
金収入額＋そ
の他の合計所
得金額※が80
万円超120万
円以下の人

本人および
世帯全員が
住民税非課
税で、課税
年金収入額
＋非課税年
金収入額＋
その他の合
計所得金額※
が120万円
超の人

●介護老人福祉施設、短期入所生活介護を利用した場合の従来型個
室の負担限度額は、（　）内の金額となります。

※合計所得金額－分離課税の長（短）期譲渡所得に係る特別控除額－
公的年金等に係る雑所得となります。給与所得が含まれている場
合は、給与所得から10万円を控除した額になります。（0円を下
回る場合は、0円とします。）

●負担限度額（1日あたり）
　低所得の人の施設利用が困難とならないよう、申請
により食費・居住費（滞在費）の一定額以上は「特定
入所者介護（介護予防）サービス費」として支給され
ます。
●下記のいずれかに該当する場合は特定入所者介護（介
護予防）サービス費が支給されません。
　❶住民税非課税世帯でも、世帯分離している配偶者が
住民税課税の場合

　❷住民税非課税世帯（世帯分離している配偶者も非課
税）でも、預貯金等が下記の場合
　第1段階　：単身 1,000万円、夫婦2,000万円を超える
　第2段階　：単身 　650万円、夫婦1,650万円を超える
　第3段階①：単身 　550万円、夫婦1,550万円を超える
　第3段階②：単身 　500万円、夫婦1,500万円を超える｛

低所得の人には負担限度額が設けられます
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15,000円

24,600円

利用者負担上限額
（世帯）

●生活保護の受給者
●利用者負担を15,000円に減額
することで、生活保護の受給者
とならない場合

●老齢福祉年金の受給者
●課税年金収入額およびその
他の合計所得金額※の合計が
80万円以下の人

住民税世帯非課税等

課税所得380万円以上
　　　　690万円未満
課税所得380万円未満

課税所得690万円以上

利用者負担段階区分

140,100円

93,000円

44,400円

15,000円（個人）

15,000円（個人）

利用者負担の上限 限度額＜年額／計算期間：8月～翌年7月＞

　1か月間に支払った世帯の利用者負担の合計額が、上
限額を超えた場合、申請して認められると、超えた分
が「高額介護サービス費」として、あとから支給されます。
＊支給対象となる人に「高額介護サービス費等支給申請書」を送付
しますので、海老名市に提出してください。

※低所得者Ⅰで介護保険の受給者が複数いる世帯の場合は、限度額
の適用方法が異なります。

　介護保険と医療保険の両方の利用者負担を年間で合
算して高額になった場合、限度額を超えた分が支給さ
れる「高額医療・高額介護合算制度」があります。
　介護保険と医療保険の限度額をそれぞれ適用した後、
年間の自己負担額を合算して、下表の限度額（年額)
を超えた場合、その超えた分が支給されます。

※合計所得金額－分離課税の長（短）期譲渡所得に係る特別控除額
－公的年金等に係る雑所得となります。給与所得が含まれている
場合は、給与所得から10万円控除した額になります。（0円を下
回る場合は、0円とします。）

利用者負担が高額になったときは 利用者負担が高額になったときは

70歳未満の人が
いる世帯

901万円超

600万円超901万円以下

210万円超600万円以下

210万円以下

住民税非課税世帯

212万円

141万円

67万円

60万円

34万円

所　得
（基礎控除後の総所得金額等）

70～74歳の
人がいる世帯

後期高齢者医療制度で
医療を受ける人がいる世帯所得区分

212万円

141万円

67万円

56万円

31万円

19万円

212万円

141万円

67万円

56万円

31万円

19万円

課税所得690万円以上

課税所得380万円以上

課税所得145万円以上

一　般

低所得者Ⅱ

低所得者Ⅰ※
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一般介護予防事業
介護予防に関する教室・相談などに参加で
きます。

要支援1・2と認定された人は、介護保険の介護予防サービスと、
介護予防・生活支援サービス事業の両方を利用できます。

地域包括支援センターで、利用者の状
態を把握し、介護予防ケアプランを作
ります。

　身体介護や生活援助、保健師等による
相談指導など。

　レクリエーションや体操等の活動、自
主的な通いの場など。

　65歳以上の人は、介護が必要な状態になるこ
とを予防するためのサービスを利用できます。
　地域包括支援センターで基本チェックリストを
受け、心身や生活機能の状態に応じて様々な
サービスが受けられます。
※介護予防・日常生活支援総合事業は海老名市が行う地域支援事業です。

※地域包括支援センターについては、地域包括ケア推進課にお問い
合わせください。

※65歳以上の人は誰でも利用できます。

介護予防ケアプランを作ります

介護予防・生活支援サービス事業

65歳以上の人

基本チェックリスト実施

地域包括支援センターや
海老名市地域包括ケア推進課に相談

■訪問型サービス

■通所型サービス

生活機能が
低下していない

生活機能が
低下している

介護予防・生活支援サービス事業対象者
（要介護認定で非該当と判定された後、基
本チェックリストを受けて生活機能の低下
がみられた人も含む）

希望者などは…
要介護認定の申請

（Ｐ15）

介護予防・日常生活支援総合事業利用までの流れ

介護予防・日常生活支援総合事業



こんなとき
届け出が必要です

　65歳以上の人（第１号被保険者）は、次
のようなときに届け出が必要です。本人か世
帯主が届け出てください。

●他の市区町村から転入したとき

●他の市区町村へ転出するとき

●海老名市内で住所が変わったとき

●世帯や氏名が変わったとき

●被保険者が死亡したとき

保険証

保険証

保険証

保険証

印の場合は被保険者証を添付してください。保険証

お問い
合わせ

海老名市役所
 介護保険課
 保険料・給付　☎046（235）4952
 要介護認定　☎046（235）4953
 介護事業所の指定・指導　☎046（235）8232
 地域包括ケア推進課
 介護予防・総合事業　☎046（235）4950
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